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2008年11月 に、エ リトリアの教 育省ICTユ ニ ッ トを中心 とす る有識者 と日本 のeラ ー ニン

グ専 門家か らなる 日本一エ リ トリアICT活 用教育協議会 が発足 した。30年 間の内戦を経 て1993

年 に独立 したエ リ トリアでは、国民 の生活 を豊 かにす るための生涯教 育を 目指 し、2003年 に教

育改革が は じめ られた。この改革 には各セ クタにお けるICT活 用教育 の促進が含 まれ る。2005

年 に開始 された"ICTinEducation"プ ログラムを中心 にエ リ トリアのICT活 用教 育の現状 と

課題 を整理す る。 プ ログラムの概 要、イ ンフラ整備 、教師教育、 ポ リシー な どにつ いて調査結

果 を報告 し、ICT活 用教育 を推進す るた めの 日本一エ リ トリアICT活 用教 育協議会 の今後 の共

同事業お よび研究の計画概要 を整理す る。

キーワー ド:国 際社会 、ICT活 用教育、教師教育

1.は じめ に

1.1.背 景

テ クノロジー の発達 によ り世界 に境界 がな くな り

遠隔教育 を通 して国際的 な教育 を進 め られ るよ うに

なってい る(9)。そんな 中、国際社会 での人材 育成 の

必要性 が増 してい る(8)。地域 、国内、国際的な発展

のために教育や政策立案 にお いて、遠隔教育 がもた

らす急激 な変化 は大 きな課題 ともな りえる(6)(10)。

ICTを 活用す る ことでグローバル な学習環境 の提

供 が可能で あ り、今後 は、 国際 的な レベル で教育 を

作 り上 げて い くとい う姿勢 が重要で あろ う。

このよ うな社会 的 トレン ドを踏 まえ、2008年ll

月 に、エ リ トリア の教育省ICTユ ニ ッ トを中心 とす

る有識者 と日本 のeラ ー ニング専 門家 か らなる 日本
一エ リ トリアICT活 用教 育協議会 が発 足 した。

本 稿 で は、エ リ トリアの教 育制 度やICT活 用 教

育 の導入 方 法 な ど現 状 と課 題 を紹 介 し、ICTを 活

用 し国際 教 育 を展 開す るた めの 参 考 と して 提 示

した い。 ま た、本活 動 に興 味 を持 ち主 旨に賛 同 し

てい た だ い た 方 か らの協 議 会 へ の 参加 を期 待 す

る。

2.エ リ トリア紹 介

エ リ トリア は、 アフ リカ大陸 の北東 に位置す る面

積125000km2の 国である(2)。隣接す るエ チオ ピア

との30年 間の内戦(1961-1991)を 経て1993年 に

独立 した、 アフ リカで一番若 い国 として知 られ る。

人 口は450万 人(2005年 当時)で 、キ リス ト教徒

が50%、 ムス リム48%、 その他2%で ある。乳幼児

の死亡率 は、1000人 に75人 の割合 で、平均寿命 は

52歳 で ある。80%が 農 業に従事 し、商工業 に従事 し

ているものが20%で ある。2004年 のGDPは 、約

700万 ドルで、年の経済成長率は約1%で あった。

鉱物資源 が豊富 で金 、銅 、鉄 、原 油な どが採掘 でき

る。2004年 のGDP12%を 占める農作物 は、雑穀 、

小麦 、大麦 、麻 、綿 、パパイ ヤ、シ トラスフル ーツ、

バナナ 、豆 、芋 な どの野菜 、魚 、肉や皮革 である。

工業製 品は食料 品や 日常用 品、酒類 、皮革製 品、織

物、化学薬 品、セ メン ト、塩 、胡椒 、マ ッチな どで、

2004年 のGDP25%を 占めた。貿易に関 しては、サ

ウジアラ ビヤやイエ メン、イ タ リア な どに、皮 、肉、

羊や ヤギ、アラ ビアゴムな どを3900万 ドル輸 出 し

ている。 これ に対 し、アラブ首長 国連邦 、サ ウジア

ラ ビヤ、イ タ リア、 ドイ ツ、ベル ギーか ら、食糧 、

軍備 、燃料 、商品、機械製 品な ど33500万 ドル を輸

入 している。教育 につ いては、修 了率は不明である

が、初等教育就業率 は57%、 中等教育 は21%で あ

る。違 う言語の9つ の民族 か ら構成 され 、チグ リニ

ア語 を話す民族 は50%、 テ ィグレ語は28%で ある。

現在 、中等教育以上 では英語 で授業 が進 め られ てい

る(1)。 国 連 に よ る 人 間 性 開 発 指 数(Human

DevelopmentIndex:HDI)は 、177力 国 中157位

と低 い レベルで ある(5)。

3.エ リ トリア の教 育改革

3.1.独 立後 の教 育 政策

エ リ トリアで は、教育 は変化す る社会や世界 に対

応す るために既存 の知識や経験 に新 しい知識や スキ

ル、態度 を統合す る生涯続 くプ ロセ ス と捉 えてい る。

エ リ トリア政府 は2003年 にEritreaEducation

SectorDevelopmentProgram(EESDP)と い う教

育改革 を進 めるプ ログラムを立ち上げた。 プ ログラ
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ムは2010年 までを予 定 してお り、2。4億 ドル の予

算 の うち、1。6億 ドル は世界銀行 、アフ リカ開発銀

行、欧州委員会(EC)か らのサ ポー トを受 けてい る。

この教育改革 によ り、全 ての部 門で新 しいカ リキュ

ラムが 開発 され 、ICT活 用教育 の強化 が盛 り込 まれ

た(7)。

3.2.教 育 制度

エ リ トリアの正規 の教育制度 の学校教育(表1)

は、就 学前教育2年 、小学校5年 、中学校3年 、高

等学校4年 である(3)。中等教育 までが教育省 の管轄

である。正規 の教育 には、職業教育や第3教 育 が含

まれ る。非正規 の教育 には成人お よび生涯教育 プ ロ

グラムが ある。

表1エ リ トリアの学校 教 育(4)(7)

5.ICT活 用 教 育 の現状

5.1.学 校 のコンピュータ普及

現在 、小学校626校 、中学校184校 、高等 学校60

校 の計870校 が ある。表2に 学校 にお けるコン ピュー

タ普及率 を整理 した。高等学校で は、50校 が平均57

台 のコン ピュー タを設置 している。 これ らの学校 で

はICT教 室 が2部 屋 開設 され30台 ほ どの コンピュー

タが置かれて いる。 コンピュー タ1台 で26人 の学生

が学 んでい るこ とになる。中学校 では、52校 に30台

の コンピュー タが配 給 され1台 の コン ピュー タで20

人 が学習 している計算 になる。 高等学校 、中学校 、

小学校 の順 に コン ピュー タの設置 を順番 に行 ってい

るため、まだ小学校 には コン ピュー タが設置 され て

い ない。

レベル 学年 年齢 学校数 表2学 校 で の コ ン ピュー タ普 及 率(4)(7)

就学前 KG-1,KG-II 5-6 ■ コ ン ピ

ユ ー タ

導 入 校1

学校数

導 入 コ

ン ピ ユ
ー タ 台

数(平

均)

ICT教

室数

学 生 数1

コ ン ピ

ユ ー タ

1台

小学校 1-5 7-ll 626

中学校 6-8 12-14 184

高等学校 9-12 15-18 60

4.ICTinEducationプ ロジ ェ ク ト

4.1.ICT活 用教 育の必 要性

教育改革 のプ ロセ スで2005年 にICT活 用教育 プ

ログラムが 開始 され た。 これ によ り、教育制度 のす

べ ての レベル にICTが 、学習内容 、教育や学習 のツ

ール 教育管琿 システ ム ♪1て 紹介 さ泊ICT活 用

高 等学

校

50160校 57台 2部屋 26人1台

中学校 52/184

校

30台 一 20人1台

小学校 626校 ■ 一 一

計 870校 一 一 一

教育の促進 がは じまった。

ICTを 教育制度 に取 り入れ るこ とは指導や学習 の

質 を向上 させ教育 の質 を強化す る ことにつ ながる。

また、情報処理 、ク リテ ィカル シンキング、問題解

決 な どの生涯 にわたる学習 スキル を身 につ けるため

にICTを 活用 す るこ とによ り教 育の質 を向上 させ

るこ とがで きる と考 え られてい る。

4.2.ビ ジョンと目標

ICT活 用教育 を通 した教育者 と学習者 間の情報お

よび知識社会 の形成 を 目指 している。 この ビジ ョン

は7つ の 目標 か ら構成 されてい る。

4.3.ス トラテジー

ビジ ョンが達成 され るた めに、以 下のス トラテ ジ

ー を行 ってい る。(1)イ ンフ ラの整備(ハ ー ド、 ソフ

ト、ネ ッ トワー ク、電力 な ど)、(2)教 材開発、(3)教

育 ・学 習 ツー ル と してカ リキ ュ ラ ムへ の統 合 、

(4)e-learningの 実施、(5)情 報共有 の場 の提供、(6)

人材開発へ の応用、(7)教育 の平等 の促進 な どが挙 げ

られ る。
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図21CT教 室での授業の様子

5.2.イ ンフラストラクチャ(電 力 とネットワー ク)

エ リ トリアで は、主要都市お よび 町以外 では電力

供給 は限 られてい る。870の 学校 の うち、317校(36。

4%)に しか電力 がない。電話線 が通 っている地域 は

電力の供給地域 とほぼ同 じである。 しか し、携帯電

話ネ ッ トワー クな どは広い地域 をカバー してきてい

る。周波数 と帯域幅 な どス ピー ドも遅 くイ ンターネ

ッ トでマルチ メデ ィアを視聴す るこ とは難 しい。

都市部 とそれ以外 のイ ンターネ ッ トアクセ ス状況

は全 く異 なってい る。都市部 には、速度 は遅 いがイ

ンターネ ッ トカ フェ(図3、4)な どもある。

これ らの要因 によ りデ ジタルデ ィバイ ドが引き起

こ され 、近年 問題 にな りっっ ある。解決策 として電

力 の供給が ない地域 には ソー ラパ ワー を利用 した低

電力で動 くノー トPC(図5)の 提供 をは じめてい る。
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図5低 電力 で動 くノー トPC

5.3.教 師教 育

ICTを 活用 した教育 を行 える教 師 を育成す るため

のプ ログ ラム を実施 している。 まずはICTを 教 える

教員 と管理職 を対 象 と し、3フ ェー ズ(1フ ェー ズ、

120時 間)の 集 中 トレーニ ングを行 ってい る。 この

プ ログラムを終 えた教員 は、各 自の地域 で同様 のプ

ロ グ ラ ム を 教 え て い く と い うcriticalmass

approachを 取 ってい る(7)。
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表3教 職員 の トレー ニングの種類

CourseDescription Duration

Phase-IICTtrainingforMaster

Trainers

120hours

Phase-IICTTrainingforEducation

Managers

120hours

Phase-IIICTtrainingforMaster

Trainers

120hours

Phase-IIICTTrainingfor

EducationManagers

120hours

Phase-IIIICTtrainingforMaster

Trainers

120hours

Phase-IIIICTTrainingfor

EducationManagers

120hours

効果 的な教育 は難 しい。や は り、テクノ ロジーを ど

のよ うに教育方法へ融合す るかを考 える必要 がある。

エ リ トリアにはこれ らを専門に研究 している教員や

研究者 が少 ない。 そこで、専 門家育成 も含 め、エ リ

トリアのICT活 用教育 につ いて検討 す るた めの組

織 が2008年11月 に発足す ることとなった。現在 、

この組織 には、エ リ トリア側 か らは、教育省ICTユ

ニ ッ ト、 日本で はNTTの よ うな位置づ けのエ リテ

ル 、教育省管轄 ではない が今後 の共 同研 究 と教員教

育 の 基 盤 作 り の た めEritrealnstituteof

Technology(EIT)か ら有識者 が参加 している。 日本

側 は、eラ ー ニングを実践 している大手前大 学お よ

びeラ ーニング専門家 を育成 してい る青 山学 院大学

eLPCOが 参加 してい る。

参加 しているグルー プ とそれ ぞれ の共 同事業 につ

いては図7に 整理 した。エ リ トリア教育省 を中心 に

活動 が推進 され るこ とになった。 教育省 とEITの 連

携 によ り、教員 の トレー ニングプ ログラムを実施す

る ことになった。EITと 日本 の大学 は共 同 して、ICT

活用教育 に関す る共 同研 究を行 う。 日本 の大 学か ら

は、 これ までの経験や ノ ウハ ウか らICT活 用教育 を

効果 的効率 的に行 う方法 な どをア ドバイ スす る こと

になった。 また、助成金や援助 を求 める活動 を共 同

で行 うこ とになった。すべ てのグル ープの問で研究

者や専 門家 の交流 、トレー ニ ングプ ログラムの開発 、

e-learningな どを実施す るた めのシステムの 開発 な

どを実施す るこ とになった。

図6教 育省ICTユ ニ ッ ト内にある

ICTト レー ニング開催会場

6.2008年11月 の調 査 とICT協 議 会 の活動

6.1.エ リトリアICT教 育協 議会

教育改革 のプ ロセ スで2005年 にICT活 用教育 プ

ログラムが 開始 され た。 これ によ りエ リ トリアで も

ICTを 教育へ導入 し活用 してい くこ とを本格的 に推

進 し始 めた。

協議会発足の過程 を概略す る。2006年 か らeラ ー

ニング専 門家育成 プログラムを開始 した青 山学院大

学総合研 究所eラ ー ニ ング人材 育成研究 セ ンター

(eLPCO)で は、2007年 に 「CyberCommunity:

Beyonde-Learning」 と題 して国際 シンポジ ウムを

開催 した。 タイサイバー大学 、中国深セ ン大学 、ア

メ リカNASAか らICT活 用教育 を実践 ・研究 して

い る教授や研究者 を招聰 し、ICTに よって国際 的に

教育 をよ り良い ものにす るために意見交換 が行 われ

た。 このシンポジ ウムの主 旨に賛 同 した駐 日エ リ ト

リア大使が参加 した。そ こで、エ リ トリアのICT活

用教育 を促進す るための共 同研究 をす るこ とになっ

たのが は じま りである。ICTが 導入 され ただけでは、

図7エ リ トリアICT協 議会 の各 グル ープ の共 同事

業
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図8エ リ トリアICT教 育協議会 の会議風景

6.2.2008年 の調査 から明らかになった課 題

2008年11A25日 か ら12.月2日 にか けて行 った調

査 か ら明 らかにな って きた課題 を整 理す る。ICT活

用教育 は学校教育 だけではな く職業 訓練や生涯教育

に使用す るこ とが可能 であるこ とを念頭 に置 き、学

校 は もち ろん 、第2の 都 市 であるマサ ワにあ る開発

中の貿易 フ リー ゾー ン と漁業協会へ も訪 問 し調査 し

た。

(1)HalaicompSecondarySchool(11/27/2008)

独立戦争後、治安 も安定 して きてお り人 口も増加

しっっ ある。 しか し、内戦が終わった1991年 、全教

員4505人 の約半数 が エチオ ピア 人で あ り彼 らがす

ぐに帰 国 したため、深刻 な教員 不足にな り(9)、そ の

状況が現在 も続いてい た。

学校施設 も、収容 できる定員以上 の学徒 を受 け入

れ なけれ ばな らず 、午前 中の登校 と午後 の登校 の入

れ替 え式で2シ フ ト制 を取 っていた。教 室の数 が足

りない こ とに加 え、図書館 の本 、教科書や ノー ト、

文房具 な どリソー スの不足 は大 きな課題 であった。

また、 コンピュー タの台数 もお よそ20名 に1台 とい

う状況で あった。図8はICT教 室 での授業風景 である。

学生 のITス キル 向上 とい う目標 に加 えて、教職員

のITス キル を向上 させ効 率 的に公務 が で きる よ う

にす るこ とも必要で あろ う。
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図91CT教 室 での授茉風景

(2)FreeZone(11/29/2008)

2009年4月 か ら開港 を 目指 してい るフ リー ゾー ン

(図10)を 訪れた が、準備 が大幅に遅れていた。交

通機 関の整備 、施設や設備 な どの建設や設置 が遅れ

ている とい う話 であった。 また、フ リー ゾー ンで他

国の企業 が事業 を展 開す る際には水や電気 が不可欠

である。電気 と電話線 につ いて問題 がない よ うであ

るが、水 の供給 は十分 でない との予測 であった。 ブ

リー ゾー ンへ誘致す るための広報活動 が うま くされ

ていない点 も課題 として挙 げ られ た。

(3)FishCommunity(11/30/2008)

新 しい施設 を建設 し、衛生管理 な どを徹底 し、魚

介類 を輸 出 したい と考 えている。 しか し、今 だに ヨ
ー ロ ッパ の漁業協会 の基 準に達 していない。 これ に

は、漁業 の一連 の流れ をきちん と管理 できる体制 に

ないこ とが指摘 され た。製 品の質 を維持 し安 定 した

供給 を実現す るために も、地元 の漁 師、施設 を運用

す る技術者 、職員 、マネ ージャな ど人材 育成 の必要

が明 らかになった。
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(4)EritreaInstituteofTechnology(12/2/2008)

EITは2003年 に設 立 され た新 しい大学 である。や

は り、 コンピュー タ、ソフ トウェア、周辺機 器な ど

が不足 して いた。 図書館 の蔵書 も少 な く、テ キス ト

として使用 され ている本 が数冊納 め られ 、学生 は コ

ピー機 がないため手書 きでノー トに写す とい う作業

を行 ってい た。個人 的にはこれ は とても学習 になる

と思 うのだ が、効率 的ではない。 コン ピュー タ化 が

進 んで いないので、図書検索 な ども不 自由である。

研究環境 として考 える場合 、改善 の必要 がある。 ま

た、実験用 の機器や道具 も揃 っていないので実施可

能 な実験 も限 られて いた。

ここで も、教員 の不足が課題 として挙 げ られ てい

た。外 国、特 にイ ン ドか ら、多 くの教員 が働 きにき

ている とい う話 であった。 コン ピュー タサイエ ンス

学科 の教員 は、修 士 を持 ってい る1名 のエ リ トリア

人 を除いて全員 が外 国人教師 であった。 中等教育 の

教員の平均.月収 は1万 円で、博士 を持 って大学 で教

鞭 を取 って も月収 は5万 円 くらいで あ り、外国 か ら

優秀 な教員 を リクルー トす る ことは難 しい と話 して

いた。 また、エ リ トリアの教育 の仕組み を熟知 し、

よ り質 の高 い教育 を行 うためにも、エ リ トリア人 の

教員 を養成 した い と希望 していた。

6.3.亘CT教 育協 議会 の今後 の計画

2008年 の調査 か ら明 らかに なった課題 と教育省

の調査 で問題 として挙 がっている事項 を合 わせ て勘

案 し、具体的 にICT教 育 の推進 の方針 を明 らかに し

た。基盤 を作 るステー ジか ら、グ ローバル教 育へICT

を活 用す るステー ジまでの大 き く5つ の段 階 を設 定

した(図11)。 また、各段 階でICT教 育協議会 のメン

バ の具体的 なタスクも検討 され た(表4)。 イ ンフラ

が整 った段 階でス ムー ズにICTが 教育現場へ と導入

され てい くこ とを 目的 とし、イ ンフラを整備 しつつ 、

ICT活 用教 育に関わ る知識 とスキル を備 えた専 門家

を育成 してい く計画 である。
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表4 エ リ トリアICT教 育協議 会の活動 スケジュール

Stage Activities Eri JP EIT

2009 0 ITFoundation ICTLabatSecondaryEducation

2009

2011
1

Establishmentof

DigitalCenter

Members

SelectMultimediaContentsfor

PilotStudy

ListofAvailableMaterials,Seek

Funds

MakeGuidelinesforPilotStudy Experts'Advice Support

Makelmplementation&

EvaluationPlanforPilotStudy
Experts'Advice Support

DevelopTeacherTraining Support,SeekFunds Support

DisseminationofGoodPractices AcademicDisseminationatIntl.Conferences

PilotStudy

(Stage1)

ImplementationofTeacher

Training
Experts'Advice ProvideTeacherTraining

ProvideStand-AloneMultimedia

Contents

2010

2012
2

PilotStudyof

BestTeachers'

Course

Distributions

SelectBestTeachers'Courses Experts'Advice Support

InstructionalDesignforthe

Courses
ParticipationandCollaboration ParticipationandCollaboration

DevelopmentofCourses&

TeacherTraining
ParticipationandCollaboration ParticipationandCollaboration

ImplementationPlanforModel

School
Experts'Advice

MakeGuidelinesandTrainingfor

PilotStudy
Experts'Advice

PilotStudy

(Stage2)
ImplementationofPilotStudy Experts'Advice Support

e-Learning

SystemSelection

&

Preparationfor

Stage3

NeedsAnalysis FindPartnersandSeekFunds ResearchonExistingLMS

EvaluateandSelectLMSand/or

othersystems
Experts'Advice Support

MakeManualfore-Learning

SystematDigitalCenter
Experts'Advice Support

HRDfore-LearningSpecialists
TrainingandWorkshopatJPand

ER
SendResearcherstoJP

DevelopTeacherTraining Experts'Advice Support

Infrastructure
SeekFunds,ListofNeeded

Equipments
Support

Makelmplementation&

EvaluationPlanforPilotStudy

(Stage3)

Experts'Advice Support

2012 3

PilotStudy

(Stage3)
Implementation&Evaluation Evaluation(exeMM)forQA Support

Dissemination Local&Intl.Dissemination JP&Intl.Dissemination Local&Intl.Dissemination
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7.課 題

ICT活 用教育 をエ リ トリアに普及す るための課題

として 、電力供給やネ ッ トワー ク、コン ピュー タな

どのイ ンフラの整備 、ICT活 用教育 を実施 できる教

師 の育成、教材や学習管理 システ ムの開発 、 リソー

スの充実、デ ジタルデ ィバイ ドの問題 な どが挙 げ ら

れ る。

エ リ トリアではICT活 用教育 プ ログラムの 目標

を達成 し、教育 の質 を高 めるための政策 が続 け られ

ている。 日本側 か らの支援 として財政的 な援助 は も

ちろんであ るがICT活 用教育 が効果 的 に行 える人

材 の育成 に協力す る余地が ある と考 える。

その ためにも、よ り多 くの方 々か らア ドバイ スや

提案 をいた だき、イ ンフラ整備 を行 っている最 中の

諸外 国のICT活 用教育の推進モ デル とな るよ うな

ケース を作 りたい と考 える。
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SUMMARY

Japan-EritreaICTEducationCommitteewas

establishedin2008aimingpromotionofICTuse

inEducationinEritrea.Thisarticlesummarized

currentissuesofICTusededucationinEritrea

andpossiblestrategiestosolvetheproblems.Five

stagesfrombasicITskilleducationtoGlobal

EducationwithICTweredefinedbythe

committeeandschedulewasmadeincluding

actionplansfortheimplementation.
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